
 
 
 

（６）出資承継勘定 
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（出資承継勘定）

資産の部

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 1,544,388,979

貯蔵品 202

前払費用 308

未収収益 838,601

未収入金 283,030

前払金 53,887

　　　　流動資産合計 1,545,565,007

Ⅱ　固定資産

　　投資その他の資産

投資有価証券 5,506,401,012

関係会社株式 356,235,847

長期前払費用 247

投資その他の資産合計 5,862,637,106

　　　　固定資産合計 5,862,637,106

　　　　　資産合計 7,408,202,113

負債の部

Ⅰ　流動負債

未払金 433,007

未払法人税等 1,900

預り金 53,348

引当金

　賞与引当金 354,493 354,493

　　　　流動負債合計 842,748

Ⅱ　固定負債

引当金

　退職給付引当金 18,181,783 18,181,783

　　　　固定負債合計 18,181,783

　　　　　負債合計 19,024,531

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 7,863,671,779

日本政策投資銀行出資金 1,000,000,000

　　　　資本金合計 8,863,671,779

Ⅱ　繰越欠損金

当期未処理損失 1,474,494,197

　（うち当期総利益 19,860,821 ）

　　　　繰越欠損金合計 1,474,494,197

　　　　　純資産合計 7,389,177,582

　　　　　負債純資産合計 7,408,202,113

（単位：円）

貸  借  対  照  表
（平成29年3月31日）
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（出資承継勘定）

経常費用

経営基盤強化業務費

関係会社株式評価損 2,240,070

役員給 38,609

給与賞与諸手当 2,786,404

法定福利費 356,307

賞与引当金繰入額 273,639

退職給付費用 213,294

旅費交通費 546,648

業務委託費・報酬費 887,376

賃借料 509,089

その他経営基盤強化業務費 231,829 8,083,265

一般管理費

役員給 60,574

給与賞与諸手当 528,970

法定福利費 119,789

賞与引当金繰入額 63,149

退職給付費用 32,917

業務委託費・報酬費 339,753

賃借料 347,666

雑費 104,374

その他一般管理費 284,337 1,881,529

雑損 386

経常費用合計 9,965,180

経常収益

資産運用収入 7,020,000

財務収益

受取利息 22,860

有価証券利息 22,743,116 22,765,976

雑益 41,925

経常収益合計 29,827,901

　　経常利益 19,862,721

税引前当期純利益 19,862,721

法人税、住民税及び事業税 1,900

当期純利益 19,860,821

当期総利益 19,860,821

（単位：円）

損　益　計　算　書
（平成28年4月1日～平成29年3月31日）
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（出資承継勘定）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロ－

商品又はサービスの購入による支出 △ 3,336,106

人件費支出 △ 5,317,744

消費税等納付額 △ 60,918

出資事業収入 7,020,000

その他の業務収入 41,832

　　　小計 △ 1,652,936

利息及び配当金の受取額 22,845,111

法人税等の支払額 △ 1,900

　業務活動によるキャッシュ・フロ－ 21,190,275

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロ－

有価証券の取得による支出 △ 3,140,000,000

有価証券の償還による収入 4,240,000,000

定期預金の預入による支出 △ 1,900,000,000

定期預金の払戻による収入 400,000,000

　投資活動によるキャッシュ・フロ－ △ 400,000,000

Ⅲ　資金減少額 △ 378,809,725

Ⅳ　資金期首残高 423,198,704

Ⅴ　資金期末残高 44,388,979

（単位：円）

キャッシュ・フロ－計算書
（平成28年4月1日～平成29年3月31日）
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（出資承継勘定） （単位：円）

Ⅰ　当期未処理損失 1,474,494,197              

当期総利益 19,860,821                  

前期繰越欠損金 1,494,355,018              

Ⅱ　次期繰越欠損金 1,474,494,197              

損失の処理に関する書類
（平成29年8月1日）
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（出資承継勘定）

Ⅰ　業務費用

（１）損益計算書上の費用

経営基盤強化業務費 8,083,265

一般管理費 1,881,529

雑損 386

法人税、住民税及び事業税 1,900 9,967,080

（２）（控除）自己収入等

資産運用収入 △ 7,020,000

財務収益 △ 22,765,976

雑益 △ 41,925 △ 29,827,901

業務費用合計 △ 19,860,821

Ⅱ　引当外退職給付増加見積額 11,906

Ⅲ　機会費用

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用 5,111,386 5,111,386

Ⅳ　（控除）法人税等及び国庫納付額 △ 1,900

Ⅴ　行政サービス実施コスト △ 14,739,429

（単位：円）

行政サービス実施コスト計算書
（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

－219－



 

Ⅰ 重要な会計方針 

 

「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（平成 27 年 1 月 27 日改訂）並びに

「独立行政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解に関するＱ＆Ａ」（平成 28 年 2 月改訂。以下、

「独立行政法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成しております。 

ただし、独立行政法人会計基準第 43（注解 39）の規定については、独立行政法人通則法の一部を改

正する法律（平成 26 年法律第 66 号）附則第 8条により経過措置を適用していることから、経過措置終

了まで、現行セグメント区分に基づくセグメント情報の開示を行っております。 

    

１．引当金の計上基準 

賞与引当金 

役員及び職員等に対する賞与の支払に充てるため、将来の支払見込額のうち当事業年度に発生し

た額を計上しております。 

 

２．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法 

役員及び職員等への退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づいて計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては期間定額基準によっております。 

数理計算上の差異及び過去勤務費用は、発生事業年度に全額費用処理しております。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立行政法人会計

基準第 38 に基づき計算された退職給付引当金の当期増加額を計上しております。 

 

３．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）満期保有目的債券 

償却原価法（定額法）によっております。 

 

（２）関係会社株式 

移動平均法に基づく原価法（持分相当額が下落した場合には持分相当額）によっております。 

 

（３）その他有価証券 

時価のない株式については、移動平均法に基づく原価法によっております。 

 

４．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 

先入先出法による低価法によっております。 
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５．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率 

10 年利付国債の平成 29 年 3 月末利回りを参考に 0.065％で計算しております。 

 

６．消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

 

 

Ⅱ 注記事項 

 

［損益計算書関係］ 

１．その他経営基盤強化業務費の内訳は、次のとおりであります。 

通信運搬費 3,420 円

水道光熱費 12,409 円

諸謝金 216,000 円

合 計 231,829 円

 

２．その他一般管理費の内訳は、次のとおりであります。 

嘱託・臨時職員給与 84,592 円

福利厚生費 2,547 円

旅費交通費 35,686 円

通信運搬費 30,763 円

保険料 271 円

水道光熱費 5,164 円

保守修繕費 79,694 円

租税公課 8,258 円

消耗品・備品費 21,021 円

研修活動費 8,360 円

諸謝金 5,373 円

印刷製本費 2,608 円

合 計 284,337 円
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［キャッシュ・フロー計算書関係］ 

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

現金及び預金 1,544,388,979 円

定期預金 △1,500,000,000 円

資金期末残高 44,388,979 円

 

［行政サービス実施コスト計算書関係］ 

引当外退職給付増加見積額 11,906 円については、国からの出向職員に係るものであります。 

 

［退職給付関係］ 

１.採用している退職給付制度の概要 

当機構は、役員及び職員等への退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度及び確定

拠出制度を採用しております。 

退職一時金制度（非積立型の確定給付制度）では、退職給付として、内部規程に基づき支給してお

ります。 

確定給付企業年金（積立型の確定給付制度）及び確定拠出年金では、経済産業関係法人企業年金基

金に加入しております。 

 

２．確定給付制度 

（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務 34,824,304 円 

勤務費用 301,234 円 

利息費用 6,766 円 

数理計算上の差異の当期発生額 9,472 円 

退職給付の支払額 △1,439,967 円 

制度加入者からの拠出額 53,146 円 

期末における退職給付債務 33,754,955 円 

 

（２）年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

期首における年金資産 15,457,539 円 

期待運用収益  84,936 円 

数理計算上の差異の当期発生額 △2,593 円 

事業主からの拠出額 100,910 円 

退職給付の支払額 △120,766 円 

制度加入者からの拠出額 53,146 円 

期末における年金資産 15,573,172 円 

 

 

 

－222－



 

（３）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整

表 

積立型制度の退職給付債務 17,810,093 円 

年金資産  △15,573,172 円 

積立型制度の未積立退職給付債務 2,236,921 円 

非積立型制度の未積立退職給付債務 15,944,862 円 

小 計 18,181,783 円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 18,181,783 円 

退職給付引当金 18,181,783 円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 18,181,783 円 

 

（４）退職給付に関連する損益 

勤務費用（注） 301,234 円 

利息費用  6,766 円 

期待運用収益 △84,936 円 

数理計算上の差異の当期の費用処理額 12,065 円 

 合 計 235,129 円 

（注）勤務費用から、企業年金に対する役職員拠出額を控除しております。 

 

（５）年金資産の主な内訳 

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。 

債 券 20％

株 式  19％

保険資産 11％

その他 6％

代行返上に伴う責任準備金前納額 44％

合 計 100％

 

（６）長期期待運用収益率の設定方法に関する記載 

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金

資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。 

 

（７）数理計算上の計算基礎に関する事項 

    期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。） 

割引率 

退職一時金制度 0.00％

確定給付企業年金制度 0.21％

長期期待運用収益率 3.50％
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３．確定拠出制度 

  当機構の確定拠出制度への要拠出額は、11,082 円でありました。 

 

［金融商品関係］ 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当機構は、資金運用については独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）等に基づき運

用の安全性・確実性を確保し、また決済資金等の資金需要に備えられるよう流動性を確保すると

ともに、収益稼得のための効率性・収益性を確保することとしております。 

 

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

保有する金融資産は、主として満期保有目的で所有している債券であり、発行体の信用リスク

及び市場価格の変動リスクに晒されております。これらについては、独立行政法人中小企業基盤

整備機構余裕金運用要領に基づき、信用ある格付機関として指定する 5機関のいずれかによりＡ

格以上の格付を得ている銘柄の債券の取得をしており、取得後に、付与されている格付のうちＡ

格未満が 2分の 1以上となった債券等については、発行体の信用（債務不履行）リスクに十分留

意したうえで、必要に応じて適切な手段（売却を含む。）を講ずることとしております。 

なお、付与されている格付がいずれもＢＢＢ格未満若しくはＢａａ格未満となった債券又は取

得原価と時価を比べて時価が著しく下落した債券については、原則として売却することとしてお

ります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注

２）参照）。 

 （単位：円）  

 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

(1) 現金及び預金 

(2) 投資有価証券 

   満期保有目的の債券 

1,544,388,979

 

4,800,000,000

1,544,388,979 

 

4,867,900,000 

－

 

67,900,000

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項 

 （１）現金及び預金 

    これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 
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（２）投資有価証券 

満期保有目的の債券 

満期保有目的の債券の時価については、日本証券業協会が公表している売買参考統計値又は

取引金融機関から提示された価格によっております。 

（注２）その他有価証券（非上場株式、貸借対照表計上額 706,401,012 円）は、市場価格がなく、かつ将

来キャッシュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「（２）投資有価証券」には含めておりません。 

 

Ⅲ 重要な債務負担行為 

 

 該当ありません。 

 

 

Ⅳ 重要な後発事象 

  

該当ありません。 

 

 

Ⅴ 固有の表示科目の内容 

 

該当ありません。 

 

 

Ⅵ その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報 

 

  該当ありません。 
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附属明細書

（単位：円）

(注) 当期増加額は、前期関係会社株式評価損の振戻し（267,733,342円）によるものであり、当期減少額は、関係会社株式評価損（269,973,412円）によるものであります。

（単位：円）

該当ありません。

該当ありません。

該当ありません。

（単位：円）

計 4,800,000,000       4,800,000,000        4,800,000,000       -                          

トヨタ紡織株式会社第2回無担保社債 200,000,000         200,000,000          200,000,000         -                          

株式会社ＬＩＸＩＬグループ第5回無担保社債 200,000,000         200,000,000          200,000,000         -                          

-                          

株式会社ホンダファイナンス第26回無担保社債 300,000,000         300,000,000          300,000,000         -                          

第20回　国際協力機構債券 1,000,000,000       1,000,000,000        1,000,000,000       -                          

阪神高速道路株式会社第１０回社債 100,000,000         100,000,000          100,000,000         -                          

（２）投資その他の資産として計上された有価証券

満期保有
目的債券

摘　要区　分 種類及び銘柄 取得価額 券面総額 貸借対照表計上額
当期費用に含ま
れた評価差額

第37回　日本政策投資銀行債券 1,500,000,000       1,500,000,000        1,500,000,000       -                          

第80回　都市再生債券 1,500,000,000       1,500,000,000        1,500,000,000       

３．有価証券の明細

（１）流動資産として計上された有価証券

貯蔵品 160                    202                    -                       160                    -                        

（３）特定事業者復興支援施設の明細

（２）販売用不動産の明細

202                      

計 160                    202                    -                       160                    -                        202                      

計 5,864,877,436          267,733,589            269,973,919            5,862,637,106          5,862,637,106           

投資その他の
資産

269,973,412            

その他 払出・振替 その他

長期前払費用 507                       247                       

２．たな卸資産の明細

（１）たな卸資産の明細

種　類 期首残高
当期増加額 当期減少額

期末残高 摘　要
当期購入・
製造・振替

507                       

358,475,917            267,733,342            

摘要
当期償却額 当期減損額

247                       247                         

356,235,847            356,235,847              (注)

5,506,401,012           

１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87　特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91　資産除去債務

に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高

投資有価証券 5,506,401,012          -                          -                          5,506,401,012          

関係会社株式
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(注1) 関係会社株式の「当期費用に含まれた評価差額」欄に記載された金額は、前期に計上された評価損267,733,342円の戻入益は相殺されておりません。

(注2) 関係会社株式及びその他有価証券に記載している区分の内容は、以下のとおりであります。

該当ありません。

該当ありません。

該当ありません。

（単位：円）

該当ありません。

８．貸付金等に対する貸倒引当金の明細

計 356,189                       354,493                       356,189                        -                                   354,493                         

賞与引当金 356,189                       354,493                       356,189                        -                                   354,493                         

６．中小企業基盤整備債券の明細

７．引当金の明細

区　分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘　要
目的使用 その他

５．長期借入金の明細

ベンチャー企業出資 旧特定新規事業実施円滑化臨時措置法（平成元年法律第59号）第6条第2号に基づく出資

４．貸付金等の明細

特定出資法人出資 旧産業構造転換円滑化臨時措置法（昭和62年法律第24号）第16条第2号に基づく出資

繊維産業高度化促進施設整備出資 旧繊維産業構造改善臨時措置法（昭和42年法律第82号）第58条の2第1号に基づく出資

区　分 根拠法令等

貸借対照表計上額合計 5,862,636,859       

計 706,401,012         -                         706,401,012         -                          -               

650,000,000         -                         650,000,000         -                          -               

（株）協真エンジニアリング 12,621,197           -                         12,621,197           -                          -               

＜ベンチャー企業出資＞ 12,621,197           -                         12,621,197           -                          -               

その他
有価証券

当期費用に含ま
れた評価差額

その他
有価証券
評価差額

（株）井波木彫りの里 43,779,815           -                         43,779,815           -                          -               

＜特定出資法人出資＞ 43,779,815           -                         43,779,815           -                          -               

国際ファッションセンター（株） 650,000,000         -                         650,000,000         -                          -               

＜繊維産業高度化促進施設整備出資＞

区　分 種類及び銘柄 取得価額 時価 貸借対照表計上額

（株）繊維リソースいしかわ 163,971,701         102,679,229          102,679,229         △61,292,472         

摘要

計 626,209,259         648,880,663          356,235,847         △269,973,412        

＜繊維産業高度化促進施設整備出資＞ 360,870,889         576,834,863          299,578,417         △61,292,472         

（株）今治繊維リソースセンター 196,899,188         474,155,634          196,899,188         -                          

50,000,000           65,388,370            50,000,000           -                          

（株）あいおいアクアポリス 215,338,370         6,657,430             6,657,430             △208,680,940        

関係会社
株式

当期費用に含ま
れた評価差額

摘　要区　分 銘柄 取得価額
純資産に持分割
合を乗じた価額

貸借対照表計上額

＜特定出資法人出資＞ 265,338,370         72,045,800            56,657,430           △208,680,940        

（株）マイントピア別子
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（単位：円）

該当ありません。

該当ありません。

該当ありません。

（単位：円）

該当ありません。

該当ありません。

該当ありません。

該当ありません。

法人単位の附属明細書に記載しております。

１８．役員及び職員の給与の明細

１７．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

１６．運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

１５．目的積立金の取崩しの明細

１４．積立金の明細

資本剰余金 -                                -                                -                                 -                                   

資本金

政府出資金 7,863,671,779               -                                -                                 7,863,671,779                 

日本政策投資銀行出資金 1,000,000,000               -                                -                                 1,000,000,000                 

計 8,863,671,779               -                                -                                 8,863,671,779                 

１３．資本金及び資本剰余金の明細

区　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

１２．保証債務の明細

１０．資産除去債務の明細

１１．法令に基づく引当金等の明細

摘　要

退職給付引当金 19,366,765               235,129                   1,420,111                 18,181,783                 

年金資産 15,457,539               100,704                   △14,929                  15,573,172                 

未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異 -                            -                            -                            -                               

厚生年金基金等に係る債務 18,036,139               △140,065                85,981                     17,810,093                 

退職一時金に係る債務 16,788,165               475,898                   1,319,201                 15,944,862                 

退職給付債務合計額 34,824,304               335,833                   1,405,182                 33,754,955                 

９．退職給付引当金の明細

区　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要
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該当ありません。

該当ありません。

１９．セグメント情報

２０．その他の資産、負債、費用及び収益の明細
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